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（事業主の方へ） 

一定の場合に、雇用調整助成金・中小企業緊急雇用
安定助成金が利用できます。 

 次の場合には経済上の理由による事業活動の縮小と認めら
れ、助成対象となります。 
 
□ 電力使用制限や使用電力抑制により事業活動が縮小する 
 場合であっても、それ以外の経済上の理由（※）による事業活 
 動の縮小が、更にある場合。 
 （「それ以外の理由」について説明していただきます。） 
   （※）風評被害により観光客が減少した など 

 
□ 取引先が電力使用制限や使用電力抑制を受けたことによ 
 り売上が減少した場合など、電力使用制限などの影響が間接 
 的な場合。 
 
※助成対象となるのは、所定労働日に休業等を行った場合です。 
※詳しくはお近くのハローワークでお尋ね下さい。 

 雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金は、経済上の理由
により事業活動の縮小を余儀なくされた場合のみ利用可能です。 
 
● 大口需要家（契約電力500ｋｗ以上）が電気事業法第27条による 
 電気の使用制限により事業活動を縮小した場合 
● 小口需要家（契約電力500ｋｗ未満）が使用電力の抑制に取り組 
 んだことにより事業活動が縮小した場合 
 
は、経済上の理由に当たりません。 



提出する書類について 

４が「はい」の
場合はこの用
紙も提出してく

ださい 

（※）申請にはこれ以外の書類も必要です。 

電力使用制限・使用電力抑制とは 

○ 東京電力・東北電力管内の大口需要家（契約電力500ｋｗ 
 以上）については、電気事業法第27条による電気の使用制 
 限の対象となり、以下の期間・時間帯において、電力の使 
 用が制限される（原則として昨年の同期間の使用最大電力 
 値を15％削減した値が上限） 

 東京電力管内：平成２３年７月１日～９月２２日 ９時～２０時 
 東北電力管内：平成２３年７月１日～９月９日    ９時～２０時 

 
○ 小口需要家（契約電力500ｋｗ未満）については、具体的 
 な抑制目標と具体的取組に関する自主的な計画を策定・公 
 表し、使用電力抑制に取り組む。 


